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研究成果の概要（和文）： 

本研究では，港湾や空港などの国際物流のハブ機能を有する国際重要インフラに着目し，
相互依存的な安全性投資行動の問題の問題として，そのリスクガバナンス戦略を分析した．
リスクガバナンス戦略の検討のための理論的枠組みや実証分析の方法論を構築した．ケー
ススタディとして，マラッカ海峡を取り上げ，航行機能の停止が及ぼす影響に関する総合
的分析を実施すると共に，そのリスクガバナンスを進めていくための政策提言の内容をと
りまとめた． 
 
研究成果の概要（英文）： 

Focusing on global critical infrastructure such as ports and harbors which have a hub-function in 

international trade networks, risk governance strategies are analyzed as an interdependent security 

problem. A theoretical framework to analyze the risk government strategies is proposed and an 

methodology to conduct an empirical analysis is developed. As a case study, the Strait of Malacca is 

focused and comprehensive analysis including economic impact of the stoppage of the navigation in the 

strait is analyzed. Based on the result of the analysis, recommendations to improve the risk governance 

in the Strait of Malacca are proposed. 
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１． 研究開始当初の背景 

港湾や空港などの国際物流のハブ機能を
有する国際重要インフラに着目し，その
災害リスクガバナンスに関する研究を実
施することを意図している．これらの国
際インフラは元来各国政府が整備し，国

際的な利用に供してきたが，近年ではメ
ガターミナルオペレータと呼ばれる巨大
な港湾ネットワーク管理運用会社の出現
により，世界的には港湾の管理利用権が
これらの民間会社に移転している例も少
なくない．さらに，競争の進展により国
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際物流ネットワークのリダンダンシーは
確実に減少してきている．国際物流ネッ
トワークを健全に育成しつつ，適正に管
理していくためには国際的なガバナンス
体制の構築が急務となっている． 

重要インフラの防御に関する研究は，2
001年の世界貿易センターへのテロ攻撃
や，ヨーロッパや北米で発生した大規模
停電を契機に世界的な注目を集めつつあ
る研究領域である．そこでは，インフラ
相互間の影響度をもとに，重点的な防御
が必要な施設の特定化を行う方法や実際
に機能損傷が生じた場合の社会経済的影
響を評価するためのモデル構築が行われ
てきた．この問題は，安全性を向上させ
る投資の効果が他の主体の投資行動の効
果にも影響を及ぼすという外部性によっ
て，均衡が非効率的なNash均衡（具体的
には，社会的ジレンマ）に陥るという問
題構造を有している．我々が研究対象と
する国際重要インフラのリスクガバナン
スに関しては，上述したような整備・発
展の経緯から国際協調が未確立な領域で
あり，内発的な安全性確保の動機付けを
与えるような体制・制度作りの基盤とな
る研究が必要である．そのためには，理
論的研究から得られる定性的な結果にと
どまらず，定量的な分析に基づいた政策
提言を可能とするような実証的研究の推
進が必要となる． 

 

２． 研究の目的 

港湾や空港などの国際物流のハブ機能
を有する国際重要インフラに着目し，相
互依存的な安全性投資行動の問題
（Interdependent Security(IDS)）の問
題として，そのリスクガバナンスの政策
を理論的・実証的に分析すること，また，
そのための方法論を構築することを研
究の目的とする．この際，具体的に，以
下の達成目標を置く． 

[1]災害経済分析やゲーム論，政治経済学
的アプローチにより，実施可能な国際重
要インフラのリスクガバナンス戦略を
抽出し，それらの政策が有効に機能する
ための条件を理論的に明らかにする． 

[2]国際重要インフラが直面している災
害リスクリスク分析のための実証的フ
レームワークを構築する．そのために，
災害環境・システムの脆弱性等を総合的
に評価するための方法論の確立を目指
す． 

  
３． 研究の方法 

(1) 国際重要インフラのリスクガバナンス戦
略の分析枠組みの提示： 

災害リスクにさらされる国際重要イン

フラとして国際港湾ネットワークをとり
あげ，そのネットワークに含まれる各国
港湾の防災投資水準の決定問題を考察す
る．この際，各港湾の防災投資問題が相
互依存的な安全投資問題となっているこ
とを示し，戦略的な補完性のために防災
投資が各国の自由意思に従った決定では
非効率な水準にとどまることを示すとと
もに，協調を促すような制度的な枠組み
に関して考究する．  

(2) 国際重要インフラの災害リスク分析のた
めの実証的フレームワークの構築： 

本研究で取り上げる国際港湾・空港
の多くは，臨海部に位置し，台風・高
潮，さらには地震・津波等の影響を被
りやすい立地環境にある．地球温暖化
の進行に伴う気象変動の増大により，
海面上昇や台風等の大規模化が生じる
と大規模な被害が予想される．さらに
は，IT技術の発達により，入国管理や
輸出入に関連する業務の多くが情報ネ
ットワークに依存しており，これらの
情報ネットワークが電力の停止などに
対して脆弱であることが知られている．
また，港湾・空港の機能停止は，代替
港湾・空港までの輸送費用の増加や移
動・輸送の取りやめによる機会損失な
ど国内経済に影響を及ぼす．さらには，
国際的なサプライチェーンの機能停止
などにより，グローバルな影響が発生
することが懸念される．このような観
点から，国際重要インフラの災害リス
ク分析の問題をとらえ，既往の研究を
体系的に整理して，災害リスク分析モ
デルに取り込むべきハザードやエクス
ポージャの範囲や分析のための要件等
を明らかにする． 
特に，港湾・航路における台風や高

潮ハザードの発生に関する確率評価を
検討する．地球温暖化等に伴う気候変
動によって，降雨量の変動の拡大や大
規模台風の発生頻度の増大が懸念され
るが，この点に関しても気象庁全球気
候モデルの出力値をもとに港湾への影
響を分析しうる分析枠組みを開発する． 

(3) 統合的政策シミュレーションモデルの構
築とケーススタディ： 

 国内の主要な港湾，および，マラッカ
海峡を対象として総合的な政策シミュレ
ーションを実施する．このために，各ケ
ーススタディエリアにおけるハザードの
同定，リスク分析，経済影響評価を実施
するための統合的方法論を構築する．こ
の際，経済評価に際しては，空間的応用
一般均衡モデル（ＳＣＧＥモデル）を構
築し，港湾や航路の停止が及ぼす影響に
関して考察する． 



 

 

(4) 政策提言のための国際ワークショップの
開催： 

マラッカ海峡を対象とした政策提言を
求まるために国際ワークショップを開催
する．開催に当たっては，スイス国ジュ
ネーブに本拠を置く国際リスクガバナン
ス評議会（IRGC)と共同して，研究者の
みならず，マラッカ海峡周辺の主要ステ
ークホルダーに参加を呼びかけ，現実的
なハザードシナリオの構築や主要な政策
提言の内容に関するコメント等を求める
こととする． 

 

４． 研究成果 

(1) 国際重要インフラのリスクガバナンス戦
略の分析枠組みの提示： 

 国際重要インフラのリスクガバナン
ス戦略に関しては，相互依存的な安全性
投資行動の問題として非協力ゲームの枠
組みでモデル化した．当該港の利用可能
性が他港の利用可能性に依存するため，
他の港の安全性の水準に依存して自港の
安全性投資の効率性が決まることになる．
このような状況では，社会的最適な状況
に比べて，各港の自発的な意思決定では
過小な防災投資のインセンティブしか生
まれず，システム全体としての安全性が
損なわれる．この問題を解決するために
は，港湾の機能停止が生じた場合に発生
する他港への影響をも自港の防災投資の
インセンティブとして反映しうる仕組み
が必要である． 

他港に与えた損失を補償するための災
害債権制度の創出を検討した．このよう
な枠組みでは，少なからぬケースにおい
て，各港がこの保険制度に加入するイン
センティブを持ち，かつ，防災投資の水
準を社会的に最適な水準に高めうること
が分かった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 災害債権導入した場合の概念図 

 

(2) 国際重要インフラの災害リスク分析のた
めの実証的フレームワークの構築： 

 港湾や空港などの国際物流のハブ機能
を有する国際重要インフラが直面する自
然災害リスクとして，大規模な台風等に
よる高潮や洪水，地震及び津波の発生の
可能性に関して国内外で展開されている
研究をレビューし，とりまとめを行うと
ともに，地球温暖化がもたらす自然災害
への影響評価を検討した枠組みに準拠し
て，将来の台風等の発生リスクの変化を
把握しうるモデルを開発した．その結果，
日本近海では台風の来襲頻度は低下する
が，接近する台風の規模は大きくなり，
大規模台風の来襲頻度の上昇が懸念され
ることが明らかになった． 

 また，災害による経済的影響を計量化
するために国際交易，国内輸送を内生化
した 2 階層の空間的応用一般均衡モデル
を構築した．これらの事象によって引き
起こされる港湾や航路の機能停止が国際

1.災害債権
の決定

2.防災投資
水準の決定

3.災害の発生 4.被害状況に
応じた返金

図-2 災害債権導入による防災投資状況の変化 
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経済に与える影響を計量するためのモデ
ル構築を行った．これらの活動によって，
実証的フレームワークを構築した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 2 階層の空間的応用一般均衡モデル 

 

(3) 統合的政策シミュレーションモデルの構
築とケーススタディ： 

 複数のハザードに対してリスク分析を
実施し，政策分析を行うための方法論を
以下のように構築した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 その上で，統合的政策シミュレーショ
ンを実施した． 

 マラッカ海峡を対象としたケーススタ
ディでは，海峡の閉鎖をもたらしうるよ
うなハザードが総合的に検討された．地
震による津波やテロ，サイバーアタック，
船舶同士の衝突，そして，化学プラント
の爆発による海峡封鎖の可能性である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 主要製油所の位置と航路の関係 

その結果，最も留意すべきシナリオとし
て化学プラントの爆発による海峡封鎖の
可能性を検討することが必要ということ
になった．この結果は，インドネシアの
環境大臣やシンガポールの政策担当者な
ども交えた国際ワークショップで検討さ
れた結果に基づいている． 

 空間的一般均衡モデルを用いて，海峡
およびシンガポール港の閉鎖の影響を分
析した．その結果，マラッカ海峡のみの
閉鎖では，シンガポールはあまり影響を
受けないが，シンガポール港を中継港と
して利用する国々には大きな影響が及ぶ
ことが示された．シンガポール港も利用
不可能となるシナリオでは，他国の被害
は大幅には増加することはないが，シン
ガポールの被害は飛躍的に増大すること
がわかった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6  各国の厚生への影響（マラッカ海峡の

航行停止，シンガポール港の機能停止） 

  

産業別には，船舶輸送部門でシンガポー
ルが影響を受ける代わりに，欧州におけ
る同部門の売り上げが増加している．し
かし，航空輸送では逆の傾向がみられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 国別・産業セクター別の生産量の変化

（マラッカ海峡の航行停止，シンガポール港

の機能停止） 

 

 名古屋港の機能停止のシナリオでは，
特に我が国の金属機械工業への影響が大
きく，アメリカや欧州では同部門の生産
量が増加することがわかった． 

 

-20000

-15000

-10000

-5000

0

5000

10000

15000

P
ro

du
c
ti
o
n
 C

h
an

ge
 (
M

ill
io

n 
D

o
lla

rs
)

CGDS

OthServices

AirT

SeaT

TransComm

Util_Cons

HMnf

LMnf

TA

PF

ME

LM

GC

-6000 -5000 -4000 -3000 -2000 -1000 0

OCN

CHN

JPN

KOR

TWN

MYS

SGP

IDN

SEA

SA

NA

LA

EU

MEN

SSA

RW

Change of  EV (Million Dollars)

Closure of Straits Closure of Straits and Ports

No

Yes

Yes

Hazard Type

Identification

Closure 

of  Straits

Damages to 

Major Port 

Facilities

Long-term 

disruptions

Substitution of sea route

Substitution of Port (international shipping service)

Productivity decrease of domestic industry

International Trading Pattern may Change

V
u
ln

e
ra

b
il

it
y
 a

n
d
 R

e
si

li
e
n
c
y
 A

ss
e
ss

m
e
n
t

No No major 

Impacts

No Long-term 

disruptions

Substitution of sea route

International trading pattern

may change

Analysis by SCGE Model

Damages to 

Major Port 

Facilities

Yes Substitution of Port

(temporal/long-term)

No Substitution of sea 

route (temporal)

Yes Yes

図-4 統合的リスク分析のプロセス 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 国別・産業セクター別の生産量の変化

（名古屋港機能停止シナリオ） 

 

 しかしながら，輸送コストの増大など
を伴うため，各国の厚生は低下すること
がわかる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 政策提言のための国際ワークショップの
開催： 

 国際リスクガバナンス評議会（IRGC)

と共同して国際重要インフラのリスクガ
バナンスに関する国際会議を 2 回開催し，
その成果は政策提案書（ Report：
http://irgc.org/wp-content/uploads/20
12/09/irgc_mgcireport_2011.pdf）とし
て公表されている．さらに，いくつかの
国際会議でも招待講演に招かれるなど国
際的にも高く評価されている． 
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